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新世代，さらに次の世紀における経営学は，新しい時代の要請に対して，積極的に応えうる
実践経営学として再生しなければならない。実践の学としての経営学は，その基本についての
原理的研究をまず必要とするが，さらに具体的体験をふまえ，変容する環境に即応できる有能
な経営者・管理者の育成・教育を内容とするものでなければならない｡

実践経営学的教育は，経営体のマネジメントを中心とし，財務，会計，マーケティング，労
務，生産等の研究を一体として行なうことが必要である。また大学や大学院における研究にと
どまらず，企業内教育やいわゆるノンビジネス教育における経営者，管理者の能力育成として
行なわれるべきものである。学界，実務界の区別なく，実と学が一体となり，研究を推進する
ことが必要である｡ 日本経営教育学会の研究は，わが国の企業やノンビジネスその他の組織体
を研究対象とするものであることから，日本的経営研究を中心とし，さらに国際的経営研究と
の比較経営研究によらなければならない。内外にわたる実践的，教育的経営学研究を進めるこ
とによって，有能な日本的経営者・管理者および国際的経営者を育成することができると考え
る。このような研究こそ，次の世代，21 世紀における実践経営学の最も緊要な課題であると
痛感する。

以上の趣旨により，ここに ｢日本経営教育学会｣ を設立するものである。経営教育研究に専
念する者は，本学会を場としてともに啓発しあい，経営教育の推進 ･ 向上を図りたい｡ ひろく
多数のご賛同とご協力を望んでやまない｡

　 始年月 至年月 本部事務局所在地／事務局長

1 1979 年 12 月 1991 年 3 月 東京都渋谷区代々木 1 ─ 38 ─ 2，ミヤタビル，㈶企業経営通信学院内／酒井勝男

2 1991 年 4 月 2000 年 3 月 東京都飯田橋 4 ─ 8 ─ 4，プレザールビル，㈱山城経営研究所内／寿康三

3 2000 年 4 月 2004 年 6 月 東京都渋谷区代々木 1 ─ 38 ─ 2，ミヤタビル，㈶企業経営通信学院内／酒井勝男

4 2004 年 7 月 2004 年 11 月 東京都千代田区神田駿河台 2-1-45，ニュー駿河台ビル，㈶企業経営通
信学院内／佐久間里加（事務担当）

5 2004 年 12 月 2005 年 9 月 東京都千代田区有楽町 2-10-1，東京交通会館，	㈶企業経営通信学院内／
佐久間里加（事務担当）

6 2005 年 10 月 2009 年 6 月現在 東京都飯田橋 4 ─ 8 ─ 4，プレザールビル，㈱山城経営研究所内／
2006 年 3 月〜 2008 年 6 月：寿康三，2008 年 7 月〜：魚住良三
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